










　右の資料は、例えば、女性活
躍推進法で女性管理職を増加さ
せる、という目標を立てた場合
に、企業が取る可能性がある施
策を一覧にしたものです。
　上位には、「女性管理職候補
層のリストをつくる」とありま
すが、これは、たいていの会社
でやっています。また「社の女
性社員、一人、一人について昇
格の課題を確認した」というの
は、これは当たり前のことのよ
うですが、リストをつくった会社に比べるとこれを実施している企業は少ないです。一方
で、「女性候補層の女性社員に研修する」は結構なされていますが、その「上司を対象に
した研修」は、むしろこちらが大事なのにもかかわらず、あまりなされていない状況で
す。ですがその重要性を分かって上司研修を優先している企業もあります。
　「短期的な実践を通じて、管理職候補層の女性社員を育成する取り組み」は今は「アク
ションラーニング」などの形で実施されています。ただ意識啓発だけではなく、現場でき
ちんとリーダーシップを発揮する経験をさせ、短期で育成するところまでやるということ
ですが、これも、実践している企業は少ないでしょう。それから、「管理職や管理職候補
層の女性をキャリア採用する」。つまり、自社では育てられない、候補がいない、だから
外から採ってくればいいという考え方です。こうした考えをする企業は結構ありました
が、実際には採れないのが実状です。もう今は女性の中途採用市場は奪い合いです。そも
そもその会社だけではなく、管理職や管理職候補層の女性は日本全国であまり育っていま
せんので、採れないのです。また、「女性の管理職を採ってくればいい」と社長が強硬
し、仮に採用できたとしても今まで男性の管理職ですら外から採ってきたことがない日本
の大企業では、女性の管理職を採ってきても上手くいくわけがないのです。
　大事なのは、「育休復帰社員や時間制約社員を対象としたキャリア研修を実施する」こ
とと「時間制約社員のマネジメント」です。これは先ほど言いました、マネジメントルー
ルを設定したり、上司向けのマネジメント研修を行ったりするということです。このあた
りも、まだ実施している企業は少ないですが、これは本当に、確実に、現場では効果があ
る取り組みです。
　それから、「新卒、キャリア採用を問わず、女性の採用を増やす方針」また「応募者を
増やすための取り組み」「配置、職域の拡大」です。また、「昇格において女性が満たすこ
とが困難な要件の見直し」、「社員全体の働き方改革」なども必要です。このあたりの、基
本的、かつ今までもやっていたような女性活躍のベースになる取り組みも、実は行ってい
ない企業も多いですし、女性活躍推進法が施行されたことで、かえって、これらの取組み
から目が背けられてしまったようなところもあります。
　これらの施策を分けていくと、前提として、これもあまり行われていない「独自に調査
検討する」などは基本なのですが、上の方に書かれているのが短期的な取り組みで、下が
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長期的な取り組みですが、ほとんどの企業が、短期的な取り組みの一部しか行っていない
状況ですので、まさに先ほど、最初に武石先生がおっしゃったような現状です。もう候補
者がいない、女性活躍はもういいのではないかなどと言いながら、打ち手がないと感じて
しまっているのですが、実は女性管理職を増やすといっただけで、本当はこれぐらいのこ
とをやる必要があるのです。でもそこに気付いていない企業が多いことが、非常に大きな
問題なのではないかと思っています。
　少しだけ、データで分析した
ことをご紹介します。これは企
業 1万社に対し実施したアン
ケート調査で、女性活躍度を分
析したものです。まずは、女性
の管理職が近年増えている企業
の特徴です。明確な推進体制が
ある、管理職の目標を設定して
いるといった特徴があります。
これらは、女性活躍推進法で多
くの企業がとっている短期的取
り組み、ポジティブ・アクションです。これらは確かに、短期間に、数%管理職を増や
すことには効果があります。ただ、すでに女性管理職が 20%いる企業の特徴を見てみる
と「昇格決定基準で年功を重視していない」「評価において時間当たり生産性を重視して
いる」「月残業時間 60時間を超えている人が少ない」、つまり長時間労働が少ないという
ことが見えてきます。
　30％、40％の水準で、女性管理職を増やしていくためには、こうした条件が必要だと
考えられます。短期的な打ち手としてのポジティブ・アクションをやっていると、このレ
ベルまでは多分、絶対行かない、到達しないのです。
　時間もありますので、ここまでにさせていただきますが、最後に、先ほど武石先生が
おっしゃったような、マネジメントという課題についていうと、やはり管理職からの男性
と女性の部下への育成方針が違うところです。これは、子どもを持って、時間制約社員に
なる以前から始まっている問題です。先ほど、20代後半から始まっているということで
したけれども、それが、非常に一つの大きな問題です。
　それから、職場の中で、子育て中の女性と、独身の女性の間の対立のようなものもよく
言われますが、そのようなことを言っている場合ではなくて、独身の女性であっても、将
来、時間制約社員になるかもしれないという見込みで、上司が育成を放棄している可能性
について、きちんと認識することが大事です。
　ひいては、そのことによって、いまだにまだ採用においても差別が残っていると。その
一例が、東京医科大の問題です。大学病院で短時間勤務の運用が上手く回らないことが、
あの差別の根底にあると認識することが大事ですし、男女というだけで差別があることに
加えて、時間制約社員になることで、さらに育成対象から外される女性たちという問題
も、二重構造としてあると考えます。
大沢：時間制約社員の育成の重要性をご指摘いただきました。制度の導入だけではなく
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て、（時間制約社員を）育成する計画を立て、育成のための上司向けのマネジメントを行
うことが必要であるとのこと。やるべきことを、簡潔にまとめていただきありがとうござ
いました。どうしたらいいのか、より具体的な対応策をご指摘いただきました。今日は女
性を中心に話をいたしましたが、時間制約がある男性社員も増えておりますし、ワーク・
ライフ・バランスのとれた生活ができる会社に勤めたいという、若者が非常に増えている
ことを考えると、時間制約のある社員の活躍推進が今後の企業の課題になっていること
が、今回のシンポジウムで見えてきたように思います。
　また、女性が活躍している企業では「昇格決定基準で年功を重視していない」「評価に
おける時間当たり生産性を重視している」「月残業時間は 60時間を超えている人が少な
い」、つまり長時間労働が少ないということ。つまり、長時間労働を前提とした日本的雇
用慣行や処遇制度を見直すことが究極的には女性活躍の推進につながるというお話はとて
も重要だと思いました。
　逆に言うと、女性が活躍しやすい環境を整えることが、日本的雇用慣行の持つ問題を解
決する糸口になるということかと思います。
　時間が少しありますので、先生方にお話足りなかったところの補足をしていただきます。
矢島：フレキシブルワーキングの難しさです。先ほど言いましたように、その評価が非常
に難しいという話です。短時間勤務と、フレックスや在宅は違うという見方もあります。
確かにフルタイムで働いているかどうかは、違いとして大きい面もあるのですけれども、
共通の部分もあります。
　例えば、私がコンサルで入っていた会社では、フレックスタイム制度を入れたところ、
管理職の人から「朝、就業時間に来ていないとき、お客さんから問い合わせがあったら、
『フレックスタイムだから来ていません』とは言えません。だから、フレックスタイムは
問題なのです」という意見がありました。けれどもフレックスタイムを入れれば、当然そ
ういうことが生じると分かっているわけで、それに対応したカバー体制を、きちんとつ
くっておく必要があるのです。それがつくられていないから、フレックスタイムも使いに
くいとなります。また、フレックスや在宅勤務も含めて、上司が見ていない時間が増える
ということで、上司が目の前にいて、労働時間と勤務態度で評価することが必要という考
え方が、これらの制度を実際には使いにくいことにつながっていると。それはフレックス
タイムや在宅勤務だけでなく、短時間勤務制度の評価にも全てに共通しています。ですの
で、フレキシブルな働き方のマネジメントルールの設定が、非常に重要だと思います。
大沢：そうですね。つまり、職場の環境を整えること。
矢島：そうです。
大沢：職場風土といいますか、そこが古いまま、制度だけ導入しても、結局、意味がな
い。そこで管理職の役割が重要だということですね。武石先生、何か言い足りないことが
あれば。
武石：今のフレックスタイムのことも関連して言いますと、例えば、短時間勤務の人への
仕事の配分が変わってしまうと話をしたのですが、その 1つの理由として、「突発的な状
況が起きたときに対応できない」と多くの人が指摘します。
　けれども、突発的な状況は、突発ですから、頻繁に起こるものではありません。年に数
回しか起こらないことのために、この仕事を任せないのはおかしいというのが一つです。
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そして突発的なことを「年中、起こる」のようなことを言う人がいますが、そうなるとそ
れは突発ではないのですから、定常的な状況として、対応を考えるべきことになります。
　こういうことに対してやらない理由をどんどんと現場では考えてきてしまいます。よく
考えてみれば何らかの対応のやり方があるでしょうというところが、今までは対応しなく
てもなんとかなってきている。そこから変化していくことの難しさがあると思います。
大沢：どうもありがとうございました。ではこれでシンポジウムを終わらせていただきま
す。先生方、ご参加くださったみなさま本当にありがとうございました。
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